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本年度研究成果 

I 研究背景 

リスクコミュニケーション（以下、RC）の「評価」には関係者の立場や目的により様々な視点

があり、汎用的な評価手法の開発については 2016 年に日本リスク学会と科学技術振興機構が策

定した「RCの評価軸」1)が提案されているものの、実際の現場での利用方法を示すまで至ってい

ない。 

 

II 目的 

 今年度の研究目的は、RC 評価は、関係者により多様な視点があることから、「自己評価」であ

るべきとの立場から、『リスクコミュニケーション自己評価の手引き』（以下、『手引き』）を作成

することであった。 

 

III 研究方法 

 昨年度までに公開事例（222事例を収集、45事例を精密分析）から抽出、整理した RC のフェ

ーズ、構成要素、評価の枠組み、評価の視点を整理した。それにもとづいて RC を自己評価する

「評価の指標」を整理して『手引き』を作成した。作成にあたっては、下記の研究分担者からの

フィードバック、ならびに、研究協力者のレビューチームによる修正を繰り返し、加えて、日本

リスク学会と日本原子力学会の年次大会で発表して学会員との意見交換を行った。さらに、福島

県において RC を実践している人たち（東京電力福島復興本社、福島県庁、NPO 法人福島ダイア

ログ）に『手引き』の内容等を説明し、内容のブラッシュアップを諮るとともに、今後の社会実

装に関わる意見交換を行った。 

分担研究者は、『手引き』の内容について、進行中の住民との対話現場（除染土壌の最終処分、

高レベル放射性廃棄物、気候変動対策技術（A-ERW）：北海道大学、日本化学工業協会の RC：横



 

 

浜国立大学）に随時適用して主任研究者にフィードバックを行った。 

なお、本研究は公開情報のみを資料とすることから倫理審査を必要としないと判断した。 

 

IV 研究結果、考察及び今後の研究の方針 

 RC を構成するフェーズを、「準備のための状況把握と設計」、「場の運営と対話」、「振り返りと

フィードバック」と整理した。そのうえで、昨年度までに整理した構成要素、評価の枠組み、評

価の視点にもとづいて 13の「評価の指標」を整理した。 

「評価の指標」は、「リスクに係る全ての人を特定すること」、「関係者間の信頼を把握するこ

と」、「様々な価値観を把握すること」、「目的を検討すること」、「主催者•参加者を決めること」、

「コミュニケーション手法を検討すること」、「対話すること」、「情報を共有すること」、「記録す

ること」、「意見や感想を科学的に測定•分析すること」、「振り返ること」、「反映と見直しをする

こと」、「社会的な影響を把握すること」であった。 

「評価の指標」は RC の企画において注意すべき項目でもある。この項目を整理できたことは、

より良い RC の企画の一助になるものであり、最も大きな成果といえる。また、RC に関わる立

場により RC の成果を評価する目的や価値観が異なることが通常であることから、RC 評価は「自

己評価」で行うことが適切であるとの従来にはない視点を明確にした点も大きな成果といえる。

RC 評価を「自己評価」として位置づける視点や、RC のフェーズと評価指標の整理などの成果は

諸学会で提示し、RC評価の枠組みに関する学術的検討に貢献した。 

『手引き』では、従来にはない発想として、使う側や受け手を一体として「企画者や参加者などの

当事者」とした。『手引き』の利用により、評価の観点を持つことで、受け手を含めた参加者に RC の

目的や目標と価値が共有される。これにより、受け手にとって、意図がわかりやすくなり、より納得

できる成果が得られると期待される。また、『手引き』は、RC 技術だけでなく、「人間集団としてリ

スクと付き合う作法」や倫理を重視したものであり、これにより、受け手（社会）もリスク管理に対

する当事者意識と関係主体への信頼のもとに、RC を含めたリスクガバナンスが行われると期待され

る。 

以上をふまえて『手引き』を作成した。なお、『手引き』には、利用者の理解の助けとなるよう

参照事例（計 34事例）を付けた。 

『手引き』は、リスクコミュニケーションの企画、運営、進行及び振り返りの各段階において、

確認すべき事項や判断の観点を整理するための支援ツールとして活用し得るものである。分担研

究者が関与する対話の現場では、その内容を参照しつつフィードバックを得た。今後は、福島県

においてリスクコミュニケーションを実践している関係者から、試行的利用を通じて使い勝手や

改善点に関する具体的な意見を収集し、内容の見直しと周知を進める予定である。 

なお、『手引き』を社会実装するにあたり、その内容を広く周知するために日本リスク学会の

WEB サイト（https://www.sra-japan.jp/cms/taskgroup5/）において『手引き』の概要版と本編

を公開した。 

 

V 結論 

 RC においては、関係者間で立場、目的の違いにより、成果の評価が異なりやすいことから、

RC 評価は「自己評価」であるべきとした。RC のフェーズを整理するとともに、RC 自己評価の

ための「評価の指標」を 13項目に整理した。それにもとづいて、34の参照事例を含む『手引き』

を作成した。今後、福島県における RC 活動を中心に『手引き』の社会実装を図る予定である。 
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VII 令和７年度研究成果公表（本研究内容に限る） ※下線は主任研究者・分担研究者 

・土田昭司,竹田宜人,桑垣玲子,他.「リスクコミュニケーションの評価の手引き」開発の進捗状

況について,日本リスク学会第 38回年次大会, 2025年 11月 

・竹田宜人,土田昭司,桑垣玲子,他.リスクコミュニケーション事例研究 TG の活動から見えてき

たもの,日本リスク学会第 38回年次大会, 2025年 11月 

・竹田宜人,土田昭司,桑垣玲子,他.効果的なリスクコミュニケーションの実践に向けた評価の手

引きの開発について,日本原子力学会 2025年秋の大会, 2025年 9月 

 


